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研究成果の概要（和文）：課題発見・解決思考力を育成するための科学教育と地域のステークホルダーとともに
活動するフィールドワーク教育を効果的に組み合わせた学部科学教育プログラムを開発した。その教育プログラ
ムを①課題発見・解決思考力に及ぼすフィールドワーク教育の効果、②フィールドワーク教育の自己評価、ステ
ークホルダーによる学習効果、③フィールドワーク教育による地域活動に及ぼす効果の観点から評価する方法を
構築した。そして、多様な地域特性において多様なテーマでの実践のメタ分析を通して、本教育プログラムの効
果と課題を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：We have developed an undergraduate science educational program that 
effectively combines science education in order to develop issue finding and problem solving skills 
and fieldwork education with local stakeholders.  The educational program is constructed through 
evaluations of the effects of ① Issue finding and problem solving skills along with field work 
education, ② self-evaluation of fieldwork education and learning from stakeholders, and ③ local 
activities based on fieldwork education.
Finally, we have clarified the impact and issues of this educational program through the 
meta-analysis of the various themes undertaken with respect to various local characteristics.

研究分野： 科学教育
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研究成果の学術的意義や社会的意義
科学教育とフィールドワーク教育を組み合わせた学習プログラムを開発し、eポートフォリオを活用した評価シ
ステムにて、学習過程におけるエビデンスを残すことができた。その評価システムを用いたPDCAサイクルを通じ
て、より教育効果の高い学習プログラムを構築することができた。また、都市、郊外、中山間地域の多様な地域
環境で、防災、観光、福祉、産業活性化、まちづくり等の多様なテーマでのフィールドワーク教育のプログラム
を開発することができた。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
・科学教育とフィールドワーク教育の不十分な連携 
大学でのフィールドワーク教育は実践偏重に陥るあまり、連携するべき科学的思考の育成の

ための科学教育の内容が吟味されていない、短期間のフィールドでの活動であるため地域課題
を安易に与えて思考力育成に十分な時間があてられていない等の課題が挙げられている。そこ
で課題発見から解決に至る思考力の各段階において、科学教育およびフィールドワーク教育の
及ぼす影響を明らかにしたうえで、科学教育とフィールドワーク教育による科学知と実践知の
効果的な連携を可能にする教育プログラムを検討する必要がある。 
・フィールドワーク教育の評価が困難 
 フィールドワーク教育の評価については、多様な学びの可能性を評価の権力性により阻害す
るとの指摘もあり、評価自体の困難さを内在している。質的な観点も含めたフィールドワーク
教育の評価には、教育プロセスを記録し、蓄積することが必要となる。紙ベースの評価シート
では多大な労力がかかってしまうなどの課題があるため、ICT や e ポートフォリオを活用した
フィールドワーク教育の評価システムの開発が望まれる。 
・フィールドワーク教育による地域への影響が未検討 
 地域でのフィールドワーク教育を持続的に実施していくためには、学生によるフィールドワ
ークが地域の改善につながっていることが重要である。学生によって新たな地域活動が生まれ
たり、製品化につながったりすることも一つの評価指標であるが、アウトプットではなく、学
生の実践により地域内に新たな人的ネットワークが創出されることも重要な視点である。人的
ネットワークの形成が地域の活性化の要因であることが明らかにされており、持続的なフィー
ルドワーク教育を設計するためにも、科学教育と連携したフィールドワーク教育が地域に及ぼ
す影響を定量的、定性的に検証することが必要とされている。 
 
２．研究の目的 
課題発見・解決思考力を育成するために、自然科学と社会科学の専門的な科学教育と地域の

ステークホルダーとともに活動するフィールドワーク教育を組み合わせた大学の学部教育プロ
グラムを開発する。その教育プログラムを 
(1)課題発見解決思考力に及ぼす科学教育とフィールドワーク教育の効果 
(2)フィールドワーク教育の多面的評価による学習効果 
(3)フィールドワーク教育による地域の活動、人的ネットワーク形成に及ぼす効果 
の観点から評価する方法を構築し、多様な特性をもつ地域における多様なテーマでのフィール
ドワーク実践のメタ分析を通して、本教育プログラムの効果と課題を明らかにする。 
 
３．研究の方法 
(1)能動的な学びをデザインするうえで重要な要素として、「気づき」の機会の創出が挙げられ
る。知識の習得や問題解決の前に、主体性や能動的な学びの重要性自体に学生が気づいてい
けるカリキュラムデザインが、愛媛大学社会共創学部にける「学び」根幹であり、学部教育
としてその「気づく」機会の創出をいかに戦略的に配置するかに現在取り組んでいる。学部
における「学び」のカリキュラム構築における取り組みの一つとして、社会共創学部 Eポー
トフォリオシステムを作成し、得られたテキストデータと、それをテキストマインイング分
析によって得られた内容について検討する。 

(2)社会共創学部は、｢さまざまな地域社会の持続可能な発展のために、多様な地域ステークホ
ルダーと協働しながら、課題解決を企画・立案することができ、地域社会を価値創造へと導
く力｣をもった学生を社会に送り出すことを目的としている。この目的のもと、２年次にフィ
ールドワーク実習の授業が配当されており、専門領域横断の多様な視点から地域の課題につ
いて考え、コミュニケーション力をはじめとした地域のステークホルダーの方々と協働する
ための基礎的な力を身につけることを目指している。同様の授業は、他の教育機関において
も課題解決型授業として実践・研究が進められており、本学部では、学生自らが地域ステー
クホルダーに調査協力を求め、その反応を得ながら課題解決への企画・立案を進めた点に特
徴がある。フィールド実習の実施内容と学生らの学びの視点からみた課題を明らかにする。 

(3)松山市久米地区で行われてきた地域活動、公民館活動とフィールドワーク教育を内容、主体
の観点から把握する。具体的には、久米地区で行われてきた地域活動、公民館活動の活動内容、
時期、回数、活動に関与した主体の把握を行うために、久米地区商工業会、久米地区広報委員
会、久米公民館が発行している「久米地区情報誌ふれあい TOWN 久米」を用いた文献調査を行
う。また、並行して活動内容、活動間のつながりの把握と作成した資料の確認を行うために、
久米公民館館長、主事、久米公民館運営審議委員長へのヒアリングも行う。 
 
４．研究成果 
(1)社会共創学部 Eポートフォリオシステムは、ラーニングログの蓄積、ふり返り（省察）、ポ
ートフォリオ作成、の 3つのパートによって構成し、学部における学びのプラットフォーム
を構成している。ポートフォリオテキストデータの内容に対しテキストマイニングの手法を
活用し、「自己評価の理由」の記述の中で出現する語句及び学部ディプロマポリシーにおける
自己評価スコアとの関連について検討を行うこととする。その結果、各学部ディプロマポリ



シー及び正課外のカテゴリそれぞれにおいて、似通った傾向を持つ共起関係のグループが現
れた。これは、テキストデータは基本的に文章であるため、共起のパターンの類似は同一文
章で出現しやすいパターンとして出現したと推測される。たとえば、ディプロマポリシー2
の「地域社会の多様なフィールドにおける諸課題の解決に向けて、的確な学際的考察及び総
合的判断ができる。」という内容は、諸課題の解決に向けて、的確な学際的考察及び総合的判
断力の修得が中核である。ロジック、構築、検証、収集、データという語句が強い共起関係
を示しており、ディプロマポリシー2 の内容の学際的考察力及び総合的判断構成力をする要
素に関する記述があったことが推測される。このように、社会共創学部 Eポートフォリオシ
ステムより得られたテキスト記述に対する分析方法としてテキストマイニングの手法を活用
する有効性も確認できた。 

(2)フィールド実習では、各々でラーニングログの作成を行った。フィールド実習におけるラー
ニングログとは、フィールド実習を通じて得られた成果や課題を個人の視点から整理・記録
するとともに、個人の学修成果を振り返るレポートのことである。このラーニングログでは、
｢あなたの経験｣｢あなたの成長｣｢得られた教訓｣について過去を振り返って最高５つまでのロ
グを用紙に記入した。45 名中 36 名の学生が５つ目までのログを記入しており、ほとんどの
学生がまち歩きの実施や調査開始時期から最終報告会に至るまで順序立てて振り返りができ
ていた。このようなラーニングログの作成は、個人の取組みについて細かく振り返ることで、
自らの反省と成長を促すことを期待するものである。アンケート項目は、教員による授業設
計に関する内容、これまで受講した授業でフィールド実習に活かされた授業について、４グ
ループワークの問題点・反省点などについて回答を得た。フィールド実習１～３回目の各回
１限目に担当教員からレクチャーの時間を取り、問題提起や目標設定の方法、PDCA サイクル
の説明をしており、それらのレクチャーについて自らがどの程度意識して取り組むことがで
きたのか回答を求めた。結果、｢意識して取り組んだ｣が７割、｢意識しなかった｣が２割であ
った。入学してからフィールド実習までの間に受講した授業で、取組みの際に役に立った授
業名を回答してもらったところ、フィールドワーク基礎実習、社会調査法入門、初年次プロ
ジェクト演習３、フィールドワーク入門などの回答があった。グループワークでの問題点と
して、メンバーのモチベーションによって作業分担の差が生じたことや、方向性がなかなか
定まらなかったことなどの回答が見られた。後者については、メンバーが異なる学科に所属
しているため、実習時間外で十分な議論をする時間が取れなかったことなどが原因として考
えられる。また、上記の問題点について自らがどのように克服したのかについて回答を求め
たところ、自らが積極的に動くことや、メンバー間の役割分担によって解決したという意見
が複数見られた。また、自分達の取組みについて改善すべき反省点の有無について回答を求
めたところ、８割の学生が反省点があると回答した。また、最終発表会での道後地区のステ
ークホルダーからいただいたコメントについてどう感じたのか自由記述にて回答を求めたと
ころ、評価されたことについての嬉しさや、もう少し意見交換をする場が欲しかったという
意見も見られた。 

(3)久米地区は公民館と久米地区青少年健全育成連絡会を中心に、様々な組織とネットワークを
形成してきた。久米地区青少年健全育成連絡会は、公民館長が会長を務め、公民館が主体と
なって、子どもに関わる諸団体を束ね、諸活動相互の連絡をとりながら、「地域の子どもは地
域で育てる」をスローガンに地域ぐるみの青少年健全育成の推進に取り組んできた。1993 年、
久米体育協会が設立し各分館のスポレク部や各地区スポーツクラブを束ねたことによって、
新たなスポーツ・レク活動が生じている。また、地域ネットワークに大きな変化を与えたの
が 2007 年に設立された久米地区青少年健全育成連絡会と協働で事業を実施する久米地区学
社連携協力促進協議会である。久米地区学社連携協力促進協議会は、学校と公民館がこれま
で以上に連携し、地域の教育コミュニティを形成して子どもたちの健やかな育ちを地域社会
全体で推進するために設立された。公民館に事務局を置き、各町内会長や PTA 経験者をコー
ディネーターとして各学校に配置し、地域と学校のニーズのマッチングを始めた。2008 年度
からの学校支援地域本部事業や安全マップづくり、わくわく里山キャンプなどの新しい活動
へとつながり、地域活動の教育的意義と成果が徐々に認知され、学校の参加、協力が進んで
きていると言える。また近年は、地域内の人材やノウハウのみに頼るのではなく、大学や広
域性を持った NPO 活動などとの協働を図り、外からの教育的、人的資源を地域密着の公民館
活動に落とし込んでいくという連携の在り方を求め、活動の質の充実と発展を図っている。
これは内々になっていたパーソナルネットワークが外へと広がりだしたことを意味している。
愛媛大学とのフィールドワーク教育で防災マップ作りが行われるなど、広域性を持った連携
ネットワークの構築が新たな活動を生じさせているといえる。 
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